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2021 年 1 月 日 
関係各位 
(都道府県国民健康保険主管課長 
   同後期高齢者医療主管課長 様) 
 

NPO 法人 靴総合技術研究所 理事会 
東京都新宿区西落合 3-20-9 

 
2018 年 2 月に厚生労働省保険局医療課長により発出された 
「治療用装具の療養費支給申請に係る手続き等について」 
(保医発 0209 第 1 号 平成 30 年 2 月 9 日)(以下「当該通知」という)の 

運用に関して 
 
 当該通知が貴職から県下市町村国民健康保険及び貴県後期高齢者医療広域連合へ周知されてよ
り、3年近くが経過しようとしております。 
 ご承知の通り、すでに、貴職の指示に従った県下の自治体国保及び広域連合による、当該通知の
文言を根拠に執行した処分によって、県民の権利に少なからぬ影響が及んでおります。 
 
 当研究所としては、当該通知が発出された直後より、通知記載の内容に「法律によらず、国民の
権利・義務に影響を及ぼす」疑いの濃厚な記述があるため、通知自体が「無効」「違法」である可
能性も否定できない(7 ページ参照)ことから、その運用において不適切な事態が起こることを懸念
し、関係機関等へ当該通知の記載内容の問題性、通知発出に至る背景、さらには通知が想定してい
なかった治療用装具に関する実情等々について、多岐にわたる意思表明をし続けております。 
 
 このかんの当研究所の意思表明を受けた関係人士のご尽力もあり、当該通知の問題性について
は、保険者を含めて、かなり浸透してきており、多くの場合、保険者としての主体性に基づいた適
切な運用がなされているようですが、発出当局自体は、不適切な文言の訂正ではなく、文言に合わ
せて発出の背景を歪曲し、本来の通知の趣旨から逸脱した主張を強弁するまでに至っています。 
 
 そこで、当研究所が改めて発出部局に対して、「国民の権利に影響を及ぼす」通知記載の内容に
関して、その法的根拠を説明することを要請した(2-3 ページに添付の通り)ところ、発出当局から正
式の回答を受け取ることができました(4 ページに添付の通り)。 
 そして、その回答によって、当研究所としては、当該通知が、通知記載の文言に従えば「法律に
よらず、国民の権利に影響を及ぼす」ことになる、したがって、「それ自体無効である」との疑義
を、さらに強く持つことになりました(5-6 ページに添付の通り)。 
 
 以上から、当研究所として、貴職が周知された当該通知を根拠に県民の権利に影響を与える処分
を遂行している保険者の行為に対して、県民から違法な通知に従った、違法な処分として審査請求
がなされている以上、改めて、当該通知の法的根拠に関して確信を持って県民の疑問に答えること
ができるかどうかを、貴職におかれましても再確認されることを要請いたします。 
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厚生労働省保険局 御中 
 

NPO法人 靴総合技術研究所 
理事長  小黒 一夫 

 
 

2018 年 2 月に厚生労働省保険局医療課長により発出された 
「治療用装具の療養費支給申請に係る手続き等について」 
(保医発 0209 第 1 号 平成 30 年 2 月 9 日)(以下「当該通知」という) 

に関しての説明要請 
 
 
 当該通知は、言うまでもないことであるが、2011 年 7 月 6 日に総務省大臣官房長から発出され
た「今後発出する通知・通達の取扱いについて」に記された、「国民の権利・義務に影響を及ぼ
す内容を記載した通知・通達の発出の防止」を踏まえて発出されているはずである。 
 したがって、当該通知に記述された文言のみによって、「国民の権利・義務に影響が及ぼ」さ
れることはあり得ないはずである。 
 
 ところが、当該通知には、過去に貴局から発出された現在確認可能な「治療用装具の療養費支
給」に関する文書のどこにも記載のない、治療用装具を取り扱う「補装具製作業者等」には「治
療用装具を取り扱った義肢装具士が所属」との限定が記載され、その結果、義肢装具士の所属し
ていない装具製作業者が、治療用装具製作業から排除され、業者だけではなく、義肢装具士が一
般的には十全な技術を有しているとは言い難い靴型装具等を、当該業者に指示して患者に提供さ
せている医師、及び患者や家族の「権利に影響が及ぼ」されている。 
 
 当然、当該通知のみが根拠となってこのような事態が現出しているのであれば、同上総務省大
臣官房長文書の通り、「法律によらず、通知・通達のみをもって、国民の権利・義務に影響を及
ぼすことは、それ自体が無効である」わけであるから、当該通知は無効と言わねばならないし、
2011 年 3 月 10 日の総務大臣答弁によれば、「規範性を持つとか拘束性を持つようなものを出し
たとすれば、これは違法であります」と言うことであるので、発出者が違法行為を働いた疑いさ
え拭えない。 
 少なくとも、治療用装具療養費支給に関する根拠法令である健康保険関連法律及び、従来の関
係通知においては、治療用装具を取り扱う補装具製作業者等に義肢装具士の所属が要件とされる
根拠を見いだすことができないのであるから、当該通知においてかかる限定を付すことで、上記
の如き関係国民の権利に重大な影響が及ぶ以上、貴局は、かかる限定がいかなる法的根拠によっ
て当該通知に記されたのかを明らかにしなければならないが、当該通知自体にその根拠は記され
ていない。 
 その結果、上記の通り関係国民の権利に重大な影響が及んでいることを危惧した代議士が衆議
院で質問することになり、それに対して、貴局長はその法的根拠が、義肢装具士法であるかのよ
うな発言を行っているが、当該通知発出によって関係国民の権利に影響を及ぼすことになった当
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該記述に関する法的根拠についての貴局の公式見解は、確認できる限りこれのみである。 
 
 したがって、以下要請する。 
 
 当該通知に、治療用装具を取り扱う補装具製作業者等に「義肢装具士が所属」との限定を記載
した法的根拠が、貴局長答弁録を読む限り、義肢装具士法以外にはないようであるので、改め
て、治療用装具を取り扱う補装具製作業者等から義肢装具士の所属していない業者を排除した根
拠が義肢装具士法にあることを、同法の条文、判例に即して、権利に影響が及んでいる関係国民
が納得できる内容で説明することを要請する。 
 

以上 
 

(2020 年 11 月 29 日) 
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(回答)
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回答が示した当該通知の適法性の疑義 
 
 

NPO法人 靴総合技術研究所 理事会 
 
 
「義肢装具の採型・適合については、人体に危害を及ぼし、又は及ぼすおそれのある行為である
医行為に該当するものと、そうでないものが含まれており、医行為に該当するものに関しては、
義肢装具士法の制定前は、医師や看護師等でなければ業として行ってはならないものとされてい
た」 
 
ということは、義肢装具士法制定前には、 
装着者の身体の状態、装着する義肢装具の内容によって、 

 1. 採型、適合を医師や看護師(婦)等が行って、製作のみを義肢装具製作者が行う義肢装具の場合 
 2. 採型、適合まで義肢装具製作者が行う義肢装具の場合 

の２通りのケースがあったということである。 
 
この２通りの義肢装具の内の治療に必要な装具に関して、保険医の指示で作製した場合に療養費
の支給対象となる装具は 1.に該当するもののみで、2.に該当する装具は療養費の支給対象になら
なかったというようなことはありえない。 
 
療養費の支給対象となる治療用装具の採型、適合が医行為に該当するかどうかは、「個別具体的
な判断にな」るのであるから、装着者の身体の状態、装着する義肢装具の内容によって、1.の場
合も 2.の場合も当然ありえたはずであり、 
2.の場合に該当する多くの療養費の支給対象となる治療用装具の採型、適合を、義肢装具製作者
が「適法的に」行っていたことは疑う余地がない。 
だから、現在、義肢装具士が提供している療養費支給対象となる治療用装具の中にも、医行為に
該当しない採型、適合によって提供されている装具があるのもいうまでもないことである。 
 
この事実を否定し、療養費支給対象となる治療用装具を医行為に該当する採型、適合を必須とす
る装具に限定すれば、医行為に該当する採型、適合の必要のない装具には、それがいかに療養に
役立つ、医師の治療に不可欠な治療材料であっても、療養費の支給対象にできないという、健康
保険関係法令からの逸脱を招くことになる。 
 
このような過去から現在に至るまでの、治療用装具の採型、適合に関する現実を認めることがで
きず、なお、すべての治療用装具の採型、適合は医行為に該当するに違いないとの確信があるの
であれば、治療用装具の採型、適合の現場の当事者である医師、義肢装具士に「採型、適合」の
内実についての証言を求めれば、それが、自らの観念の中だけの確信であることが判明するはず
である。 
つまり、回答の上記引用文を持って、回答者自身が、医行為に該当しない治療用装具の採型、適
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合が存在していたこと(したがって、現在も当然存在していること)を、事実上認めてしまっている、
ということなのである。 
 
ところで、義肢装具士法の制定が、従来は医師又は看護婦等のみに認められていた診療の補助(医
師の指示で行う医行為)に該当する義肢装具の採型、適合を義肢装具製作者に認める免許制度の創設
であり、医行為に該当しない採型、適合を含めた義肢装具の製作適合等の全業務に関する独占資
格制度でない(だから、義肢装具に関する全技術の修得が義務付けられてもいない)ことを想起すれば、
「医行為に該当する採型、適合」の必要のない治療用装具が存在する限り、義肢装具士法の条文
を根拠に、すべての治療用装具の採型、適合に関して無資格者を排除することが無理であるのは
明らかなことである。 
 
要するに、義肢装具士法制定前の現実を明記した以上、 
義肢装具士法が規定する無資格者が行ってはならない採型、適合を、療養費の支給対象となる治
療用装具に無媒介に結びつけ、「療養費の支給対象となる治療用装具の採型、適合は全て医行為
に該当するから無資格者が行うことができない」との主張が成り立ち得ないことを、自ら露呈さ
せたということなのである。 
 
したがって、その上でなお、 
「治療用装具療養費については、その支給は、義肢装具士法に基づき、義肢装具士が採型や適合
を行うことが前提であり、無資格者が採型や適合を行った治療用装具については、療養費の支給
対象とはなりません」 
 
ということの意味は、 
義肢装具士法制定によって、治療用装具の療養費支給要件を変更した、 
つまり、 
義肢装具士の資格が制定されたことを持って、医行為に該当するしないに関わらず、採型、適合
を義肢装具士が行った治療用装具に限り、療養費の支給対象にすることにした、 
ということ以外考えられない。 
 
 
ということは、この回答を前提すれば、 
1988 年以降、いつ(「従前から」とはいつか?)、誰が、どこで、いかなる法的根拠をもって(法律条
文、判例に即して)、それを決定したのかを、明らかにしなければ、当該通知による「国民の権利に
影響を及ぼす」事態が､「法による」ものでないことを、自認することになるということである。 
 
つまり、 
上記のことを具体的に回答できない限り、当該通知の適法性は担保できず、通知自体が無効であ
ることを認めざるをえないことを、この回答が明示しているのである。 
 

(2020 年 12 月 20 日)
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(2011 年) 
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